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本書は証券取引法第24条の５第５項に基づく半期報告書の訂正報告書を、

同法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用

して、平成18年６月20日に提出したデータに頁を付して出力・印刷した

ものであります。 



― 1 ― 

 
【表紙】  

【提出書類】 半期報告書の訂正報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条の５第５項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年６月20日 

【中間会計期間】 第103期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

【会社名】 株式会社 山梨中央銀行 

【英訳名】 The Yamanashi Chuo Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役頭取  小 野 堅 太 郎 
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１ 【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成17年12月19日に提出いたしました第103期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)半

期報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため半期報告書の訂正報告書を

提出するものであります。 

 

２ 【訂正事項】 

第一部  企業情報 

 第５  経理の状況 

   １ 中間連結財務諸表等 

    注記事項 

    （中間連結貸借対照表関係） 

   ２ 中間財務諸表等 

    注記事項 

    （中間貸借対照表関係） 

 

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 

 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

(訂正前) 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

 

――――― 

※５ ローン・パーティシペーショ

ンで、平成７年６月１日付日本
公認会計士協会会計制度委員会
報告第３号に基づいて、原債務

者に対する貸出金として会計処
理した参加元本金額のうち、中
間連結貸借対照表計上額は、

27,746百万円であります。 

※５ ローン・パーティシペーショ

ンで、平成７年６月１日付日本
公認会計士協会会計制度委員会
報告第３号に基づいて、原債務

者に対する貸出金として会計処
理した参加元本金額のうち、連
結貸借対照表計上額は、21,172

百万円であります。 

 

(訂正後) 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

 

――――― 

※５ ローン・パーティシペーショ

ンで、平成７年６月１日付日本
公認会計士協会会計制度委員会
報告第３号に基づいて、原債務

者に対する貸出金として会計処
理した参加元本金額のうち、中
間連結貸借対照表計上額は、

7,001百万円であります。 

※５ ローン・パーティシペーショ

ンで、平成７年６月１日付日本
公認会計士協会会計制度委員会
報告第３号に基づいて、原債務

者に対する貸出金として会計処
理した参加元本金額のうち、連
結貸借対照表計上額は、15,902

百万円であります。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

(訂正前) 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※６ ローン・パーティシペーショ

ンで、平成７年６月１日付日本
公認会計士協会会計制度委員会
報告第３号に基づいて、原債務

者に対する貸出金として会計処
理した参加元本金額のうち、中
間貸借対照表計上額は、48,449

百万円であります。 

※６ ローン・パーティシペーショ

ンで、平成７年６月１日付日本
公認会計士協会会計制度委員会
報告第３号に基づいて、原債務

者に対する貸出金として会計処
理した参加元本金額のうち、中
間貸借対照表計上額は、27,746

百万円であります。 

※６ ローン・パーティシペーショ

ンで、平成７年６月１日付日本
公認会計士協会会計制度委員会
報告第３号に基づいて、原債務

者に対する貸出金として会計処
理した参加元本金額のうち、貸
借対照表計上額は、21,172百万

円であります。 

 

(訂正後) 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※６ ローン・パーティシペーショ

ンで、平成７年６月１日付日本
公認会計士協会会計制度委員会
報告第３号に基づいて、原債務

者に対する貸出金として会計処
理した参加元本金額のうち、中
間貸借対照表計上額は、48,449

百万円であります。 

※６ ローン・パーティシペーショ

ンで、平成７年６月１日付日本
公認会計士協会会計制度委員会
報告第３号に基づいて、原債務

者に対する貸出金として会計処
理した参加元本金額のうち、中
間貸借対照表計上額は、7,001

百万円であります。 

※６ ローン・パーティシペーショ

ンで、平成７年６月１日付日本
公認会計士協会会計制度委員会
報告第３号に基づいて、原債務

者に対する貸出金として会計処
理した参加元本金額のうち、貸
借対照表計上額は、15,902百万

円であります。 

 


